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令 和 ２ 年 度 小 山 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算  

 

令和２年度小山町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，９４６，０００千円と定める。  

２   歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表   歳入歳出予算」による。  

 （一時借入金）  

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４０，０００千円と定める。  

 （歳出予算の流用）  

第３条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合  

は、次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上された予算に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

 

                           令和２年２月２５日 提 出 

                                 小 山 町 長   池 谷 晴 一 
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  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )

款 項 金        額

  1 国民健康保険税 390,820

  1 国民健康保険税 390,820

  2 一部負担金 4

  1 一部負担金 4

  3 使用料及び手数料 1

  1 手数料 1

  4 国庫支出金 1,760

  1 国庫補助金 1,760

  5 県支出金 1,351,691

  1 県補助金 1,351,691

  6 財産収入 10

  1 財産運用収入 10

  7 繰入金 122,189

  1 他会計繰入金 122,188

  2 基金繰入金 1

  8 繰越金 68,000

  1 繰越金 68,000

  9 諸収入 11,525

  1 延滞金、加算金及び過料 513

  2 預金利子 1

  3 受託事業収入 1

  4 雑入 11,010

                                歳        入     合        計                                 1,946,000

第１表　　歳　入　歳　出　予　算
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  ( 歳出 ) ( 単位：千円 )

款 項 金        額

  1 総務費 50,602

  1 総務管理費 49,907

  2 徴税費 466

  3 運営協議会費 229

  2 保険給付費 1,313,490

  1 療養諸費 1,134,847

  2 高額療養費 171,450

  3 移送費 150

  4 出産育児諸費 5,043

  5 葬祭諸費 2,000

  3 国民健康保険事業費納付金 518,604

  1 医療給付費分 361,652

  2 後期高齢者支援金等分 121,010

  3 介護納付金分 35,942

  4 共同事業納付金 1

  1 共同事業納付金 1

  5 保健事業費 37,987

  1 特定健康診査等事業費 31,974

  2 保健事業費 6,013

  6 基金積立金 10

  1 基金積立金 10

  7 公債費 10

  1 公債費 10

  8 諸支出金 11,100

  1 償還金及び還付加算金 11,100

  9 予備費 14,196

  1 予備費 14,196
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款 項 金        額

                                歳        出     合        計                                 1,946,000
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１　総括
  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )

款 本　年　度　予　算　額 前　年　度　予　算　額 比　　　　　較

  1 国民健康保険税 390,820 413,839 △23,019

  2 一部負担金 4 4 0

  3 使用料及び手数料 1 1 0

  4 国庫支出金 1,760 0 1,760

  5 県支出金 1,351,691 1,342,169 9,522

  6 財産収入 10 50 △40

  7 繰入金 122,189 123,372 △1,183

  8 繰越金 68,000 68,940 △940

  9 諸収入 11,525 11,625 △100

                  歳   入   合   計         1,946,000 1,960,000 △14,000

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

7



　( 歳出 ) ( 単位：千円 ) 

国 県 支 出 金 地  方  債 そ  の  他

  1 総務費 50,602 51,897 △1,295 1,760  48,292 550

  2 保険給付費 1,313,490 1,313,787 △297 1,306,447  3,360 3,683

  3 国民健康保険事業費納付金 518,604 517,400 1,204   139,590 379,014

  4 共同事業納付金 1 1 0    1

  5 保健事業費 37,987 34,233 3,754 6,301  901 30,785

  6 基金積立金 10 50 △40   10  

  7 公債費 10 10 0    10

  8 諸支出金 11,100 11,100 0    11,100

  9 予備費 14,196 31,521 △17,325    14,196

 財政安定化基金拠出金 1 △1     

          歳  出  合  計      1,946,000 1,960,000 △14,000 1,314,508  192,153 439,339

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特       定       財       源

一 般 財 源
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２　歳入 (単位：千円)

区　　　分 金　　額

1款

国民健康保険税 390,820 413,839 △23,019

1項

国民健康保険税 390,820 413,839 △23,019

1目

一般被保険者国民健康保

険税 390,400 410,410 △20,010

1   1 医療給付費分現年課税分 240,000

医療給付費分現年課税

分 240,000

2   1 後期高齢者支援金分現年課税分 101,000

後期高齢者支援金分現

年課税分 101,000

3   1 介護納付金分現年課税分 31,400

介護納付金分現年課税

分 31,400

4   1 医療給付費分滞納繰越分 11,000

医療給付費分滞納繰越

分 11,000

5   1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 4,700

後期高齢者支援金分滞

納繰越分 4,700

6   1 介護納付金分滞納繰越分 2,300

介護納付金分滞納繰越

分 2,300

説　　　　　　　　明款     項     目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節
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区　　　分 金　　額

2目

退職被保険者等国民健康

保険税 420 3,429 △3,009

1   1 医療給付費分現年課税分 70

医療給付費分現年課税

分 70

2   1 後期高齢者支援金分現年課税分 30

後期高齢者支援金分現

年課税分 30

3   1 介護納付金分現年課税分 40

介護納付金分現年課税

分 40

4   1 医療給付費分滞納繰越分 160

医療給付費分滞納繰越

分 160

5   1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 50

後期高齢者支援金分滞

納繰越分 50

6   1 介護納付金分滞納繰越分 70

介護納付金分滞納繰越

分 70

2款

一部負担金 4 4 0

款     項     目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

説　　　　　　　　明

10



1項

一部負担金 4 4 0

1目

一般被保険者一部負担金 2 2 0

1   1 現年分 1

現年分 1

2   1 滞納繰越分 1

滞納繰越分 1

2目

退職被保険者等一部負担

金 2 2 0

1   1 現年分 1

現年分 1

2   1 滞納繰越分 1

滞納繰越分 1

3款

使用料及び手数料 1 1 0

1項

手数料 1 1 0

1目

総務手数料 1 1 0

1   1 証明手数料 1

証明手数料 1

4款

国庫支出金 1,760 0 1,760
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区　　　分 金　　額

1項

国庫補助金 1,760 0 1,760

1目

社会保障・税番号制度シ

ステム整備費補助金 1,760 0 1,760

1   1 社会保障・税番号制度システム整備費補

社会保障・税番号制度     助金 1,760

システム整備費補助金 1,760

5款

県支出金 1,351,691 1,342,169 9,522

1項

県補助金 1,351,691 1,342,169 9,522

1目

保険給付費等交付金 1,351,690 1,338,306 13,384

1   1 普通交付金 1,306,447

普通交付金 1,306,447

2   1 保険者努力支援分 4,300

特別交付金 45,243   2 特別調整交付金分 7,776

  3 県特別交付金（２号分） 26,866

  4 特定健康診査等負担金 6,301

目

社会保障・税番号制度シ

ステム整備費補助金 0 3,609 △3,609

説　　　　　　　　明款     項     目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節
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3目

財政安定化基金交付金 1 1 0

1   1 財政安定化基金交付金 1

財政安定化基金交付金 1

目

国民健康保険制度関係業

務事業費補助金 0 253 △253

6款

財産収入 10 50 △40

1項

財産運用収入 10 50 △40

1目

利子及び配当金 10 50 △40

1   1 基金利子 10

利子及び配当金 10

7款

繰入金 122,189 123,372 △1,183

1項

他会計繰入金 122,188 123,371 △1,183

1目

一般会計繰入金 122,188 123,371 △1,183

1   1 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 43,049

保険基盤安定繰入金　

（保険税軽減分） 43,049
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区　　　分 金　　額

7 - 1 - 1 2   1 保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 27,387

保険基盤安定繰入金　

（保険者支援分） 27,387

3   1 職員給与費等繰入金 48,292

職員給与費等繰入金 48,292

4   1 出産育児一時金等繰入金 3,360

出産育児一時金等繰入

金 3,360

5   1 財政安定化支援事業繰入金 100

財政安定化支援事業繰

入金 100

2項

基金繰入金 1 1 0

1目

国民健康保険事業基金繰

入金 1 1 0

1   1 国民健康保険事業基金繰入金 1

国民健康保険事業基金

繰入金 1

8款

繰越金 68,000 68,940 △940

1項

繰越金 68,000 68,940 △940

款     項     目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

説　　　　　　　　明
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1目

その他繰越金 68,000 68,940 △940

1   1 その他繰越金 68,000

その他繰越金 68,000

9款

諸収入 11,525 11,625 △100

1項

延滞金、加算金及び過料 513 513 0

1目

一般被保険者延滞金 500 500 0

1   1 一般被保険者延滞金 500

一般被保険者延滞金 500

2目

退職被保険者等延滞金 10 10 0

1   1 退職被保険者等延滞金 10

退職被保険者等延滞金 10

3目

一般被保険者加算金 1 1 0

1   1 一般被保険者加算金 1

一般被保険者加算金 1

4目

退職被保険者等加算金 1 1 0

1   1 退職被保険者等加算金 1

退職被保険者等加算金 1

5目

過料 1 1 0
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区　　　分 金　　額

9 - 1 - 5 1   1 過料 1

過料 1

2項

預金利子 1 1 0

1目

預金利子 1 1 0

1   1 預金利子 1

預金利子 1

3項

受託事業収入 1 1 0

1目

特定健康診査等受託料 1 1 0

1   1 特定健康診査等受託料 1

特定健康診査等受託料 1

4項

雑入 11,010 11,110 △100

1目

一般被保険者第三者納付

金 500 500 0

1   1 一般被保険者第三者納付金 500

一般被保険者第三者納

付金 500

説　　　　　　　　明款     項     目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節
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2目

退職被保険者等第三者納

付金 200 200 0

1   1 退職被保険者等第三者納付金 200

退職被保険者等第三者

納付金 200

3目

一般被保険者返納金 200 200 0

1   1 一般被保険者返納金 150

一般被保険者返納金 200   2 一般被保険者過年度分返納金 50

4目

退職被保険者等返納金 10 10 0

1   1 退職被保険者等返納金 10

退職被保険者等返納金 10

5目

特定健診一部負担金 900 900 0

1   1 特定健診一部負担金 900

特定健診一部負担金 900

6目

雑入 9,200 9,200 0

1   1 雑入 9,200

雑入 9,200

目

軽減特例措置一部負担金 0 100 △100
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３　歳出 (単位：千円)

国県支出金 地方債 その他

1款

総務費 50,602 51,897 △1,295 1,760  48,292 550

1項

総務管理費 49,907 51,236 △1,329 1,760  47,597 550

1目

一般管理

費 49,170 50,519 △1,349 1,760  46,860 550

2 (1) 職員人件費 39,835

給料 17,990

3   2 一般職給 17,990

職員手当等 15,226   3 扶養手当 474

4     地域手当 1,178

共済費 6,619     通勤手当 101

8     時間外勤務手当 950

旅費 121     管理職手当 1,161

10     期末手当 4,832

需用費 690     勤勉手当 3,531

11     児童手当 300

役務費 2,160     退職手当組合負担金 2,699

12   4 共済組合負担金 6,586

委託料 6,364     公務災害補償基金負担金 33

(2) 一般管理費 9,335

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
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国県支出金 地方債 その他

1 - 1 - 1

  8 普通旅費 121

 10 消耗品費 340

    印刷製本費 350

 11 通信運搬費 660

    手数料 1,500

 12 電算処理 3,724

    ソフトウエア保守 330

    国保制度改正システム改修 2,310

2目

連合会負

担金 737 717 20   737  

18 (2) 連合会負担金 737

負担金補助

及び交付金 737  18 国保団体連合会負担金 737

2項

徴税費 466 390 76   466  

1目

賦課徴収

費 466 390 76   466  

10 (2) 賦課徴収費 466

需用費 286

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明
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1 - 2 - 1 11  10 印刷製本費 286

役務費 180  11 手数料 180

3項

運営協議会

費 229 271 △42   229  

1目

運営協議

会費 229 271 △42   229  

1 (2) 運営協議会費 229

報酬 144

8   1 委員報酬 144

旅費 18   8 費用弁償 18

10  10 消耗品費 67

需用費 67

2款

保険給付費 1,313,490 1,313,787 △297 1,306,447  3,360 3,683

1項

療養諸費 1,134,847 1,133,144 1,703 1,134,847    

1目

一般被保

険者療養

給付費 1,120,000 1,100,000 20,000 1,120,000    

18 (2) 一般被保険者療養給付費 1,120,000

負担金補助

及び交付金 1,120,000  18 現物給付（一般分） 1,120,000
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国県支出金 地方債 その他

2目

退職被保

険者等療

養給付費 1,000 20,000 △19,000 1,000    

18 (2) 退職被保険者等療養給付費 1,000

負担金補助

及び交付金 1,000  18 現物給付（退職者分） 1,000

3目

一般被保

険者療養

費 10,000 10,000 0 10,000    

18 (2) 一般被保険者療養費 10,000

負担金補助

及び交付金 10,000  18 現物給付及び現金給付（一般分） 10,000

4目

退職被保

険者等療

養費 100 200 △100 100    

18 (2) 退職被保険者等療養費 100

負担金補助

及び交付金 100  18 現物給付及び現金給付（退職者分 100

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

説　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
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5目

審査支払

手数料 3,747 2,944 803 3,747    

11 (2) 審査支払手数料 3,747

役務費 3,747

 11 手数料 3,747

2項

高額療養費 171,450 173,450 △2,000 171,450    

1目

一般被保

険者高額

療養費 170,000 170,000 0 170,000    

18 (2) 一般被保険者高額療養費 170,000

負担金補助

及び交付金 170,000  18 現物給付及び現金給付（一般分） 170,000

2目

退職被保

険者等高

額療養費 1,000 3,000 △2,000 1,000    

18 (2) 退職被保険者等高額療養費 1,000

負担金補助

及び交付金 1,000  18 現物給付及び現金給付（退職者分 1,000
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国県支出金 地方債 その他

3目

一般被保

険者高額

介護合算

療養費 200 200 0 200    

18 (2) 一般被保険者高額介護合算療養費 200

負担金補助

及び交付金 200  18 現金給付（一般分） 200

4目

退職被保

険者等高

額介護合

算療養費 100 100 0 100    

18 (2) 退職被保険者等高額介護合算療養費 100

負担金補助

及び交付金 100  18 現金給付（退職者分） 100

5目

一般被保

険者高額

外来合算

療養費 100 100 0 100    

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
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2 - 2 - 5 18 (2) 一般被保険者高額外来合算療養費 100

負担金補助

及び交付金 100  18 現金給付（一般分） 100

6目

退職被保

険者高額

外来合算

療養費 50 50 0 50    

18 (2) 退職被保険者高額外来合算療養費 50

負担金補助

及び交付金 50  18 現金給付（退職者分） 50

3項

移送費 150 150 0 150    

1目

一般被保

険者移送

費 100 100 0 100    

18 (2) 一般被保険者移送費 100

負担金補助

及び交付金 100  18 移送費（一般分） 100

2目

退職被保

険者等移

送費 50 50 0 50    
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国県支出金 地方債 その他

2 - 3 - 2 18 (2) 退職被保険者等移送費 50

負担金補助

及び交付金 50  18 移送費（退職者分） 50

4項

出産育児諸

費 5,043 5,043 0   3,360 1,683

1目

出産育児

一時金 5,040 5,040 0   3,360 1,680

18 (2) 出産育児一時金 5,040

負担金補助

及び交付金 5,040  18 出産育児一時金 5,040

2目

支払手数

料 3 3 0    3

11 (2) 支払手数料 3

役務費 3

 11 手数料 3

5項

葬祭諸費 2,000 2,000 0    2,000

1目

葬祭費 2,000 2,000 0    2,000

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明
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2 - 5 - 1 18 (2) 葬祭費 2,000

負担金補助

及び交付金 2,000  18 葬祭費 2,000

3款

国民健康保

険事業費納

付金 518,604 517,400 1,204   139,590 379,014

1項

医療給付費

分 361,652 360,000 1,652    361,652

1目

一般被保

険者医療

給付費分 359,295 359,300 △5    359,295

18 (2) 一般被保険者医療給付費分 359,295

負担金補助

及び交付金 359,295  18 医療給付費分納付金（一般分） 359,295

2目

退職被保

険者医療

給付費分 2,357 700 1,657    2,357

18 (2) 退職被保険者医療給付費分 2,357

負担金補助

及び交付金 2,357  18 医療給付費分納付金（退職者分） 421

    過年度精算分（退職者分） 1,936
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国県支出金 地方債 その他

2項

後期高齢者

支援金等分 121,010 121,400 △390   105,780 15,230

1目

一般被保

険者後期

高齢者支

援金等分 120,861 120,900 △39   105,700 15,161

18 (2) 一般被保険者後期高齢者支援金等分 120,861

負担金補助

及び交付金 120,861  18 後期高齢者支援金分等納付金（一 120,861

    般分）

2目

退職被保

険者後期

高齢者支

援金等分 149 500 △351   80 69

18 (2) 退職被保険者後期高齢者支援金等分 149

負担金補助

及び交付金 149  18 後期高齢者支援金等分納付金（退 149

    職者分）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

説　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
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3項

介護納付金

分 35,942 36,000 △58   33,810 2,132

1目

介護納付

金分 35,942 36,000 △58   33,810 2,132

18 (2) 介護納付金分 35,942

負担金補助

及び交付金 35,942  18 介護納付金分納付金 35,942

4款

共同事業納

付金 1 1 0    1

1項

共同事業納

付金 1 1 0    1

1目

共同事業

納付金 1 1 0    1

18 (2) 共同事業納付金 1

負担金補助

及び交付金 1  18 共同事業納付金 1

5款

保健事業費

 37,987 34,233 3,754 6,301  901 30,785
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国県支出金 地方債 その他

1項

特定健康診

査等事業費

 31,974 28,348 3,626 6,301  901 24,772

1目

特定健康

診査等事

業費 31,974 28,348 3,626 6,301  901 24,772

1 (2) 特定健康診査等事業費 31,974

報酬 1,705

3   1 会計年度任用職員報酬 1,705

職員手当等 375   3 会計年度任用職員時間外勤務手当 5

7     会計年度任用職員期末手当 370

報償費 15   7 記念品代 15

8   8 会計年度任用職員費用弁償 34

旅費 34  10 消耗品費 150

10     印刷製本費 115

需用費 265  11 通信運搬費 637

11     手数料 166

役務費 832     その他保険料 29

12  12 特定健康診査事業 24,216

委託料 28,738     特定保健指導事業 968

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
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5 - 1 - 1 18     未受診者対策事業 3,554

負担金補助  18 運動習慣化支援事業負担金 10

及び交付金 10

2項

保健事業費

 6,013 5,885 128    6,013

1目

保健衛生

普及費 4,834 4,702 132    4,834

10 (2) 保健衛生普及費 4,834

需用費 1,687

11  10 消耗品費 1,239

役務費 2,866     印刷製本費 448

12  11 通信運搬費 2,154

委託料 281     手数料 712

 12 医療費通知作成 119

    保健師等訪問活動 162

2目

疾病予防

費 1,179 1,183 △4    1,179

10 (2) 疾病予防費 1,179

需用費 97

12  10 消耗品費 97

委託料 2  12 特定健康診査に準じた検査データ 2

19     作成

扶助費 1,080  19 脳ドック検診 918
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国県支出金 地方債 その他

5 - 2 - 2     無受診者脳ドック検診 115

    特定健康診査に準じた検査 47

6款

基金積立金 10 50 △40   10  

1項

基金積立金 10 50 △40   10  

1目

国民健康

保険事業

基金積立

金 10 50 △40   10  

24 (2) 国民健康保険事業基金積立金 10

積立金 10

 24 基金利子積立金 10

7款

公債費 10 10 0    10

1項

公債費 10 10 0    10

1目

利子 10 10 0    10

22 (2) 一時借入金利子 10

償還金利子

及び割引料 10  22 一時借入金利子 10

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　明
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8款

諸支出金 11,100 11,100 0    11,100

1項

償還金及び

還付加算金 11,100 11,100 0    11,100

1目

一般被保

険者保険

税還付金 2,000 2,000 0    2,000

22 (2) 一般被保険者保険税還付金 2,000

償還金利子

及び割引料 2,000  22 過誤納金還付金（一般分） 2,000

2目

退職被保

険者等保

険税還付

金 50 50 0    50

22 (2) 退職被保険者等保険税還付金 50

償還金利子

及び割引料 50  22 過誤納金還付金（退職者分） 50

3目

償還金 9,000 9,000 0    9,000

22 (2) 償還金 9,000

償還金利子

及び割引料 9,000  22 保険給付費等交付金返納金 9,000
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国県支出金 地方債 その他

4目

一般被保

険者還付

加算金 30 30 0    30

22 (2) 一般被保険者還付加算金 30

償還金利子

及び割引料 30  22 一般被保険者還付加算金 30

5目

退職被保

険者等還

付加算金 20 20 0    20

22 (2) 退職被保険者等還付加算金 20

償還金利子

及び割引料 20  22 退職被保険者等還付加算金 20

9款

予備費 14,196 31,521 △17,325    14,196

1項

予備費 14,196 31,521 △17,325    14,196

1目

予備費 14,196 31,521 △17,325    14,196

28

予備費 14,196

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

説　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源

節

区　分 金　額
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款

財政安定化

基金拠出金

 0 1 △1     

項

財政安定化

基金拠出金 0 1 △1     

目

財政安定

化基金拠

出金 0 1 △1     
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1  特 別 職

区分 備考

その他

その他

計期末手当等給料報酬

(人) （千円） （千円） (千円) (千円)(千円)

給　　与　　費

比 較

0 0

00

144

本 年 度

計

12

12

議 員

前 年 度
12

12計

議 員

長 等

0

長 等

144144

144

144

144

0

144

議 員

計

その他

144

144

（千円）

Ⅱ　給    与    費    明     細    書

職 員 数

144

0

0

長 等

144

144

合 計共 済 費
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2  一 般 職

※　（　）書は、再任用短時間勤務職員数と地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員のうち同項第１号に該当する職員数との合計（外書き）
　　

比　 較 279 28 △ 40 0 0 443

本　年　度 5,202 3,531 2,699 0 0 15,301

前　年　度 4,923 3,503 2,739 0 0 14,858

単身赴任手当 管理職員特別勤務手当 合計
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 1,161

前　年　度 402 1,181 0 138 950 0 1,022

(1)  総  括

合 計
報 酬 給 料 計区　　分 備考

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） (千円)

（千円） （千円） （千円）

(千円)

1,705 17,990 15,301 34,996 6,619 41,615

14,858 33,115 6,291 39,406

2,209
0

（1）

区　分
（千円） （千円） （千円）

比　 較 72 △ 3 0 △ 37 5 0 139

1,705 △ 267 443 1,881

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職手当

4
（-）

職 員 手 当

4
（1）

本 年 度

前 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

（千円）

328

- 18,257

職 員 数
給　　与　　費

共 済 費

本　年　度 474 1,178 0 101 955

区　分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※　（　）書は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

イ　会計年度任用職員

※　（　）書は、地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員のうち同項第１号に該当する職員数（外書き）
比　 較 370 - - - - 375

本　年　度 370 - - - - 375
前　年　度 - - - - - -

区　分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 単身赴任手当 管理職員特別勤務手当 合計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

- - -
比　 較 - 0 - 0 5 - -

管理職員特別勤務手当

（千円）
合計

（千円）

474
402

△ 3

0
0
0

管理職手当
（千円）

1,161
1,022

139

区　分

本　年　度
前　年　度

比　 較

扶養手当
（千円）

72

時間外勤務手当

（千円）
950
950

0

宿日直手当
（千円）

0
0
0

1,178
1,181

通勤手当
（千円）

101
138

△ 37

本　年　度
前　年　度

比　較

区分

(1) 1,705 0 375 2,080

給　　与　　費

0 0 △ 267 68 △ 199

0
0

（千円）

備考

本　年　度
前　年　度

比　較

(千円)
(1) 1,705

- 0 0
2,080

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） (千円)

職 員 数

職

員

手

当

の

内

訳

（千円） （千円） （千円） （千円） (千円)
0 375 2,080 0

- - - -

区分

本　年　度 - 0 - 5

区　分
扶養手当 地域手当

- -
前　年　度 - - - -

計
(人)

住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 2,080

共 済 費

(千円)
4 0 17,990 14,926 32,916 6,619 39,535

(人)

4 0 18,257 14,858 33,115 6,291 39,406
328 129

職

員

手

当

の

内

訳

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

区　分
期末手当

（千円）
単身赴任手当勤勉手当

（千円）
退職手当負担金

（千円）
本　年　度
前　年　度

4,832
4,923

3,531
3,503

2,699
2,739

0
0

14,926

職 員 数
給　　与　　費

共 済 費 合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 備考

比　 較 △ 91 28 △ 40 0 0
14,858

68
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(2)   報 酬 、給 料 及 び 職 員 手 当 の 増 減 額 の 明 細

  本年度　　 人
人

  前年度　　 人
人

※　（　）書は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

会計年度任用職員制度への移行

4
（0）

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 375

68  職員構成の変動等

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

予算編成上の職員数

職員手当

（0）

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

443

4
△ 109

給　   料 △ 267

 職員構成の変動等

給料改定率 0.18％（H31.4.1）

昇 給 に 伴 う 増 加 分 昇給期1月　　　4人

△ 158給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

給与改定の状況

（千円）

給料改定率 △0.38％（R2.4.1）

増 減 額
区 分

（千円）

報 酬 1,705

備　　　　　　考説　　　　　　明
増 減 事 由 別 内 訳

1,705 会計年度任用職員制度への移行
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(3)   給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況 （ 会 計 年 度 任 用 職 員 以 外 の 職 員 ）

ア

イ

平  均  年 齢 

一般行政職

平均給料月額
(円)

平均給与月額
(円)

平成31年1月1日　現在

平均給料月額
379,625

(円)
平均給与月額

438,297
(円)

平  均  年 齢 
48.0

大　学　卒

150,600

182,200

高　校　卒

区　　　分
一般行政職 技能労務職

（円） （円） 技能労務職(円)一般行政職(円)

　職 員 １ 人 当 た り 給 与

(歳)

令和2年1月1日　現在

(歳)

47.8

国 の 制 度

　初 任 給

技能労務職区　　　　　　　　　　　　分

378,100

435,905

150,600

182,200
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ウ    級 別 職 員 数

※　（　）書は、再任用短時間勤務職員の人数及び構成比（外書き）

※ 各級別の構成比の算出は小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比計と一致しない場合がある。

( 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 )

1 25.0

1 25.0

100.0

1 25.0

1 25.0

（人）

職員数 構成比

（人） （％）

令和2年1月1日　現在

平成31年1月1日　現在

一般行政職 技能労務職

構成比

（％）

職員数

技能労務職 - -調理員、給食員、用務員、業務員

6　級

主事 主査 副主任 主任 副参事 参事

4 級

一般行政職

1　級 2　級 3　級

1

1

4

4　級

25.0

1 25.0

4 100.0

5　級

25.0

1 25.0

5 級

計

級

1 級

2 級

3 級

区 分

（ 3 級 ）

6 級

区 分

5 級

計

3 級

1 級

4 級

2 級

6 級

（ 3 級 ）
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エ    昇 給

オ    期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※　（　）書は、再任用職員の支給率

（1.175） （2.350）

4.450

4.500

（2.350）

3

100.0

備　　　考

1

1

支給率計 職制上の段階、職務の級等
による加算措置

有

有

有

4

4昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

本
年
度

（％）

（人）

（人）

一般行政職 技能労務職

（1.175）

区 分

国 の 制 度

4

4

3 3

100.0

代 表 的 な 職 種

4

（人）

（人）

4

4（人）（Ａ）

区 分 合 計

4 号 給

（人）

（月分）

2.250

（人）

100.0

1

12月 (月分)

支 給 期 別 支 給 率

（Ｂ）／（Ａ）

6 月 (月分)

3 号 給

（Ｂ）／（Ａ）

4

3

100.0

1

本 年 度

（人）

（人）

（Ａ）

4.500

（2.350）

（人）

（人）

（人）

4 号 給

2 号 給

3 号 給

昇 給 に 係 る 職 員 数

（％）

（1.175）

2.225

前
年
度

職 員 数

1 号 給

号 給 数 別 内 訳

比 率

2 号 給

比 率

（1.175）

2.250

（Ｂ）

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

1 号 給

2.250 2.250

2.225

（1.175）

（1.175）
前 年 度
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カ    定 年 退 職 及 び 定 年 前 早 期 退 職 に 係 る 退 職 手 当

キ    地 域 手 当

ク    そ の 他 の 手 当

住 居 手 当 同

国の支給基準に基づく支給率（％） 0.0

（月分）

最高限度

支 給 対 象 地 域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

有

6.0

4人

その他の
加算措置等

備　　考

47.709000 47.709000

47.709000
定年前

早期退職
特例

35年

勤続の者

（月分）

支給区分の相違異

同

（ 支 給 率 等 ）

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

国の制度との異同

勤続の者

差 異 の 内 容

24.586875

24.586875

国 の 制 度
33.270750

33.270750

（月分）

区 分

支 給 率 等

20年

（月分）

勤続の者

25年

47.709000

定年前
早期退職

特例
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